
◎設計対象建築物

1棟目 2棟目 全棟合計

【１】一般業務のすべてを委託する場合の一般業務に係る業務人・時間数の算定 (A)

類型 第 号 第 類

1棟目

総合

構造

2棟目

総合

構造

全棟合計

総合

構造

建築物の類型（告示第98号別添二

第一号

第二号

第三号

第四号

第五号

第六号

第七号

第八号

第九号

第十号

第十一号

第十二号

建築物の類型による一般業務に係る標準業務人・時間数の算出に係る係数

係数  a

係数  b

係数  a

係数  b

係数  a

係数  b

係数  a

係数  b

係数  a

係数  b

係数  a

係数  b

係数  a

係数  b

係数  a

係数  b

係数  a

係数  b

係数  a

係数  b

係数  a

係数  b

係数  a

係数  b

係数  a

係数  b

係数  a

係数  b

係数  a

係数  b

係数  a

係数  b

係数  a

係数  b

係数  a

係数  b

係数  a

係数  b

係数  a

係数  b

係数  a

係数  b

設計業務に関する算定方法１（床面積に基づく算定方法）

410㎡≦Ｓ≦27,000㎡
6.5589 4.1855 4.6036

0.8899 0.7699 0.8037

第12号

第1類 100㎡≦Ｓ≦6,400㎡
6.1008 3.0896 1.2906

0.8633 0.7812 0.9222

第2類

第11号 第1類 140㎡≦Ｓ≦17,000㎡
1.6720 0.3801 0.3274

0.9593 0.9814 1.0367

4,200㎡≦Ｓ≦100,000㎡
10.703 12.060 1.8553

0.7578 0.5793 0.8269

第10号

第1類 260㎡≦Ｓ≦13,000㎡
8.6230 2.6875 1.8553

0.7706 0.7150 0.8269

第2類

4,400㎡≦Ｓ≦46,000㎡
1.1646 1.0259 0.6062

1.0536 0.8371 0.9712

第9号

第1類 790㎡≦Ｓ≦9,500㎡
2.9222 1.0259 0.6062

0.8921 0.8371 0.9712

第2類

910㎡≦Ｓ≦33,000㎡
27.977 5.4957 10.760

0.6711 0.6848 0.6697

第8号

第1類 1,400㎡≦Ｓ≦62,000㎡
8.8042 6.9841 3.2411

0.7796 0.6323 0.7630

第2類

第7号 第1類 100㎡≦Ｓ≦35,000㎡
3.4519 1.0775 1.2988

0.8964 0.8682 0.8868

第6号 第1類 190㎡≦Ｓ≦93,000㎡
1.7686 0.3925 0.3359

0.9108 0.9631 0.9892

1,500㎡≦Ｓ≦80,000㎡
16.474 4.1938 0.4473

0.6686 0.6690 0.9265

第5号

第1類 100㎡≦Ｓ≦23,000㎡
5.9513 0.8797 0.4473

0.7125 0.8008 0.9265

第2類

390㎡≦Ｓ≦100,000㎡
10.949 3.9794 0.7941

0.7691 0.7147 0.9166

第4号

第1類 100㎡≦Ｓ≦48,000㎡
1.3922 1.1125 0.7941

0.9559 0.8297 0.9166

第2類

3,500㎡≦Ｓ≦49,000㎡
18.156 0.8372 8.6959

0.7264 0.9010 0.6898

第3号

第1類 340㎡≦Ｓ≦10,000㎡
2.0338 2.8137 2.1955

0.9273 0.7491 0.7979

第2類

第2号

第1類 100㎡≦Ｓ≦100,000㎡
1.7919 1.5395 0.4703

0.8211 0.7414 0.8876

第2類 430㎡≦Ｓ≦39,000㎡
9.6061 2.6989 1.4421

0.7027 0.7242 0.8321

第1号

第1類 130㎡≦Ｓ≦67,000㎡
14.409 2.0738 1.3217

0.5092 0.6528 0.6565

第2類 3,200㎡≦Ｓ≦100,000㎡
3.9616 0.6712 0.4393

0.7560 0.8200 0.8394

建築物
の類型

建築物の
用途等

適用規模

一般業務に係る総人・時間数の算出に係る係数

設計

総合 構造 設備

幼稚園、小学校、中学校、高等学校等 －

大学、専門学校等

保育園、老人ホーム、老人保健施設、リハビリセンター、多機能福祉施設等 －

公民館、集会場、コミュニティセンター等 映画館、劇場、美術館、博物館、図書館、研修所、警察署、消防署等

大学（実験施設等を有するもの）、専門学校（実験施設等を有するもの）、研究所等

ホテル、旅館等 ホテル（宴会場等を有するもの）、保養所等

病院、診療所等 総合病院等

体育館、武道館、スポーツジム等 屋内プール、スタジアム等

事務所等 銀行、本社ビル、庁舎等

店舗、料理店、スーパーマーケット等 百貨店、ショッピングセンター、ショールーム等

公営住宅、社宅、共同住宅、寄宿舎等 －

第1類（標準的なもの） 第2類（複雑な設計等を必要とするもの）

車庫、倉庫、立体駐車場等 立体倉庫、物流ターミナル等

組立工場等 化学工場、薬品工場、食品工場、特殊設備を付帯する工場等

建築物
の類型

建築物の用途等

設備

建築

A

設備

建築

a b 棟別床面積(S) A=a*S^b

設備

建築

a b 棟別床面積(S) A=a*S^b

＜建物用途＞ 共同住宅

＜棟別床面積＞ 1,500 ㎡ 1,000 ㎡ 2,500 ㎡ 



【２】対象外業務率の設定 (R)

設計業務に関する業務細分率    

総合 構造 設備 総合 構造 設備
0.03 0.02 0.02 0.03 0.03 0.03

0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01

0.02 0.01 0.01 0.02 0.01 0.02

0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01

0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01

0.06 0.05 0.05 0.06 0.05 0.05

0.02 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02

0.09 0.07 0.06 0.09 0.08 0.07

0.03 0.02 0.02 0.03 0.02 0.03

0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.02

0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03

0.01 0.01 0.02 0.01 0.01 0.01

0.02 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02

0.01 0.02 0.02 0.01 0.02 0.02

0.07 0.08 0.07 0.07 0.08 0.07

0.03 0.03 0.04 0.03 0.03 0.03

0.02 0.02 0.03 0.02 0.02 0.03

0.30 0.33 0.30 0.30 0.32 0.28

0.04 0.05 0.04 0.04 0.05 0.04

0.03 0.04 0.05 0.03 0.04 0.04

0.02 0.02 0.03 0.02 0.02 0.03

0.07 0.06 0.07 0.07 0.06 0.07

0.06 0.06 0.06 0.06 0.05 0.06

設計業務に関する対象外業務細分率    

総合 構造 設備 総合 構造 設備

対象外業務率　(R) 

(6) 実施設計内容の建築主への説明等

設計意図の伝達に関する
業務細分率

(1) 設計意図を正確に伝えるための質疑応答、説明等

(2) 工事材料、設備機器等の選定に関する設計意図の観点からの検討、助言等

総合 構造 設備

(ⅱ) 実施設計のための基本事項の確定

(ⅲ) 実施設計方針の策定及び建築主への説明

(4) 実施設計図書の作成
(ⅰ) 実施設計図書の作成

(ⅱ) 建築確認申請図書の作成

(5) 概算工事費の検討

(7) 基本設計内容の建築主への説明等

実施設計に関する
業務細分率

(1) 要求の確認
(ⅰ) 建築主の要求等の確認

(ⅱ) 設計条件の変更等の場合の協議
(2) 法令上の諸条件の調
査
　及び関係機関との打合
せ

(ⅰ) 法令上の諸条件の調査

(ⅱ) 建築確認申請に係る関係機関との打合せ

(3) 実施設計方針の策定

(ⅰ) 総合検討

基本設計に関する
業務細分率

(3) 上下水道、ｶﾞｽ、電力、通信等の供給状況の調査及び関係機関との打合せ

(4) 基本設計方針の策定
(ⅰ) 総合検討

(ⅱ) 基本設計方針の策定及び建築主への説明

(5) 基本設計図書の作成

(6) 概算工事費の検討

設計業務に関する対象外業務細分率

第1類 第2類

(1) 設計条件等の整理
(ⅰ) 条件整理

(ⅱ) 設計条件の変更等の場合の協議
(2) 法令上の諸条件の調
査
　及び関係機関との打合
せ

(ⅰ) 法令上の諸条件の調査

(ⅱ) 建築確認申請に係る関係機関との打合せ

設計意図の伝達に関する
業務細分率

(1) 設計意図を正確に伝えるための質疑応答、説明等
(2) 工事材料、設備機器等の選定に関する設計意図の観点からの検討、助言等

業務内容項目

(ⅰ) 総合検討

(ⅱ) 実施設計のための基本事項の確定

(ⅲ) 実施設計方針の策定及び建築主への説明

(4) 実施設計図書の作成
(ⅰ) 実施設計図書の作成

(ⅱ) 建築確認申請図書の作成

実施設計に関する
業務細分率

(1) 要求の確認
(ⅰ) 建築主の要求等の確認

(ⅱ) 設計条件の変更等の場合の協議
(2) 法令上の諸条件の調
査

及び関係機関との打合

(ⅰ) 法令上の諸条件の調査

(ⅱ) 建築確認申請に係る関係機関との打合せ

(3) 実施設計方針の策定

(5) 概算工事費の検討

(6) 実施設計内容の建築主への説明等

(ⅱ) 建築確認申請に係る関係機関との打合せ

(3) 上下水道、ｶﾞｽ、電力、通信等の供給状況の調査及び関係機関との打合せ

(4) 基本設計方針の策定
(ⅰ) 総合検討

(ⅱ) 基本設計方針の策定及び建築主への説明

(5) 基本設計図書の作成

業務内容項目

設計業務に関する業務細分率

第1類 第2類

基本設計に関する
業務細分率

(1) 設計条件等の整理
(ⅰ) 条件整理
(ⅱ) 設計条件の変更等の場合の協議

(2) 法令上の諸条件の調
査

及び関係機関との打合

(ⅰ) 法令上の諸条件の調査

(6) 概算工事費の検討

(7) 基本設計内容の建築主への説明等

設計意図伝達業務
(1) 設計意図を正確に伝えるための質疑応答、説明等

(2) 工事材料、設備機器等の選定に関する設計意図の観点からの検討、助言等

(4) 実施設計図書の作成
(ⅰ) 実施設計図書の作成

(ⅱ) 建築確認申請図書の作成

(5) 概算工事費の検討

(3) 実施設計方針の策定

(ⅰ) 総合検討

(ⅱ) 実施設計のための基本事項の確定

(ⅲ) 実施設計方針の策定及び建築主への説明

実施設計

(1) 要求の確認
(ⅰ) 建築主の要求等の確認

(ⅱ) 設計条件の変更等の場合の協議

(2) 法令上の諸条件の調査及び
　関係機関との打合せ

(ⅰ) 法令上の諸条件の調査

(ⅱ) 建築確認申請に係る関係機関との打合せ

(6) 実施設計内容の建築主への説明等

(6) 概算工事費の検討

(7) 基本設計内容の建築主への説明等

(ⅱ) 建築確認申請に係る関係機関との打合せ

(3) 上下水道、ｶﾞｽ、電力、通信等の供給状況の調査及び関係機関との打合せ

(4) 基本設計方針の策定
(ⅰ)　総合検討

(ⅱ)　基本設計方針の策定及び建築主への説明

業務内容項目 対象外業務率

基本設計

(1) 設計条件等の整理
(ⅰ)  条件整理

(ⅱ) 設計条件の変更等の場合の協議

(2) 法令上の諸条件の調査及び
　関係機関との打合せ

(ⅰ) 法令上の諸条件の調査

(5) 基本設計図書の作成



営 繕 業 務 に つ い て

営繕工事の進め方（基本編）

北海道建設部建築局計画管理課

令和３年度 北海道建設部技術職員（中堅職員）研修 【建築部会】

1

【国交省】（参考）公共建築工事における発注者の役割

２



【国交省】官庁営繕事業における生産性向上技術の活用方針

３

【国交省】2021年度 官庁営繕事業における生産性向上技術の活用等

４



地方自治体の営繕部局が所管する業務

所有建築物の営繕工事に関すること

営繕工事とは・・・

建築物の 新築 増築 改築 移転

改修 修繕 解体 外構

建築物に関わる全ての工事

の工事

５

■営繕工事における各部局の役割

【事業部局（＝原課）】

・効果的、効率的な事業の企画、立案

・事業に必要な予算措置、期間の確保

・日常の維持保全、点検 など

【営繕部局（＝建築局）】＝発注部局

・事業部局と連携し、事業目的を的確に

反映した設計、工事の実施

・効率的な業務推進、コスト削減 など

６



■営繕工事の流れ

事業の企画立案

事業部局 営繕部局

営繕部局への協議

［１年目］

営繕部局への依頼検討

■技術相談

［２年目］

■ヒアリング
・事業スケジュール
・法的制約、施工条件
・必要な事業費 など

アドバイス

７

■依頼受理

［２年目（つづき）］

概算事業費算定依頼

概算事業費算定書受理

■概算事業費算定

予算要求

事業予算化

■概算事業費算定完了

８



事業部局 営繕部局

設計等依頼

［３年目］

■依頼受理

■設計等実施
・調査、測量
・基本設計・実施設計

成果品受理 ■設計等完了
・完了検査

設計等完了
９

事業部局 営繕部局

［４年目～］

工事依頼 ■依頼受理

財産引き受け ■工事完成
・完成検査

工事完了

■工事実施
・入札・契約
・工事監督・工事監理

１０



■協議（ヒアリング）での確認事項

（１）施設の用途、規模、構造、機能などの基本的事項

（２）適切な用地が確保されているかどうか

（３）法的・技術的に設計、施工が可能かどうか

（４）必要な調査、設計、施工及び事務処理の期間が

確保されているかどうか

（５）必要な工事費、委託費及び事務費等が見込まれて

いるかどうか

など

１１

■概算事業費算定におけるポイント

１ 事業部局への依頼内容の確認
①事業概要：施設の用途、規模、構造、機能 など

②事業用地：取得状況、敷地境界確定測量の実施状況、用途

地域、造成の要否、ボーリングデータの有無、接道 など

③法的・技術的な制約：建築基準法等各種法令上の許認可の

要否、仮設計画、工事スペース、杭工事の要否、既存施設

との接続性、解体の有無、居ながら改修特有の施工範囲・

期間の制約、騒音・振動への配慮、ＴＶ電波受信障害 など

④事業スケジュール：供用開始の時期、そこから逆算しての

設計・工事等に必要十分な期間の確保 など

⑤事業予算：事業費（委託費、工事費等）の見込み、補助金の

活用予定 など

⑥その他：災害対応施設（警察署、病院等）や避難所施設

（庁舎、学校等）に求める耐震性能、地域材の活用方針、

アスベスト等の有無、将来的な施設拡張の可能性 など
１２



■概算事業費算定におけるポイント

２ 現地調査
①事業部局に確認した内容や既存図面との相違点

：小規模増築・解体、室用途の変更 など

②周辺状況：騒音・振動等への配慮の要否、老朽家屋

等の有無（工損調査の要否）、地下水の利用状況、

地盤沈下の発生予想、自然保護・環境保全上の配慮

の要否 など

③敷地状況：敷地境界線、フェンス・石垣・擁壁等の

工作物、高低差（切盛土の要否）、植栽の存置・

撤去・移植、雨水排水放流先（桝・トラフ）、ガス

・上下水道配管の経路、地盤の状況 など

１３

■概算事業費算定におけるポイント

３ 事業費算定
①確認内容の反映：事前の聞き取り・現地調査により

確認した内容を適切に反映

②単価上昇の考慮：翌年度以降の単価上昇を予測し

適切に補正

③地域性の考慮：コンクリート等の地方により異なる

単価を適切に補正

④工程計画：週休２日、冬期施工、施設行事に伴う

休止、機器製作期間、特殊需要による鉄鋼資材等の

納入期間長期化の状況 など

１４



■設計等におけるポイント

１ 調査
①地盤調査：調査本数・深度、予定建築物の基礎底盤

深さ、支持層（Ｎ値・層厚）の設定、必要な取得
データに対応した各種試験（孔内水平載荷試験等）
の実施、液状化予測、概数の設計変更 など

②現況測量：土地高さを設計へ適切に反映、後の建築
設計と外構設計において整合確保 など

③工損調査：影響範囲の想定、周辺施設のクラック等
の現況把握 など

④環境対策調査：ダイオキシン、ＰＣＢ、アスベスト、
土壌汚染 など

⑤その他：埋蔵文化財調査、ＴＶ電波受信障害調査
など

１５

■設計等におけるポイント
２ 基本設計・実施設計

①事業部局への依頼内容の確認：スライド１２の内容を再確認

②設計者選定：プロポーザル方式の検討 など

③関係者間の情報共有：初回打合せ など

④設計者間の調整：建築設計・外構設計間の高さ調整 など

⑤配置計画：歩車動線・施設間動線、採光・通風、隣地への日影、

高さ制限、建蔽・容積率、緑地、駐車スペース など

⑥平面プラン：ユニバーサルデザイン、各種整備基準への適合性

など

⑦整備ローテーション：複数建物の新築・供用開始の優先順位、

改築・機能移転・解体の順 など

⑧地域性：意匠・構造への地域材活用方針 など

⑨維持保全：メンテナンス・更新の容易性、更新周期を考慮した

ランニングコスト など

⑩工法検討：施工期間の長短、コスト比較 など
１６



■工事におけるポイント

１ 工事監督（監理）
①施工者決定：総合評価落札方式の検討 など

②現場環境整備：週休２日（現場技術者・技能労働者

の時間外労働縮減）、書類の簡素化（現場技術者の

負担軽減）、快適トイレ（男女ともに働きやすい

職場環境への改善） など

③関係者間の情報共有：現場初回打合せ など

④施設管理者との調整：居ながら改修における施工

範囲・時間の調整 など

⑤連絡体制の整備：災害・事故発生時の緊急連絡体制、

現場休止（夏季休暇・年末年始等）時の連絡体制

⑥設計変更：次頁
１７

■工事におけるポイント

２ 設計変更
①現場不符号：改修・解体工事等における発注図面・現場

間の相違点整理、所要予算の確認 など

②事業部局からの要望：項目追加等の要望に係る合理的な

理由の確認（※補助金等の検査・監査対応）、工程上の

変更可否の確認、所要予算の確認 など

③概数工事：着手前の施工方法・集計記録方法に係る協議

（適切に数量を確認でき、かつ、施工者に過度の負担を

かけない集計記録方法）、産廃処理場の決定 など

④想定外事象への対応：残存物等に係る処理・工期延長

⑤速やかな変更手続き：工事着手前の手続き完了

⑥その他：週休２日の労務費補正、快適トイレのリース代

計上、スライド対応 など
１８



■公共建築物としての社会的責任

○公共施設として社会的責任を果たすことのできる

建築物を整備するためには、適切な時間（工期）と

経費（予算）が必要です。

○営繕部局は、業務効率化やコスト縮減に努めると

ともに、事業部局に対して必要な時間（工期）及び

経費（予算）について十分な説明を行い、理解と

協力を得ながら営繕工事を進める必要があります。

１９

その先の、道へ。北海道 Hokkaido. Expanding Horizons.

大型プロジェクトの紹介 北海道議会庁舎改築

【建物概要】
規 模：地上６階、塔屋１階、地下１階
構 造：S造 一部 RC造､SRC造（地下１階柱頭免震）
建築面積： 3,212.34㎡
延べ面積：19,160.25㎡
工 期：平成30年3月30日～令和2年1月31日

令和元年９月27日～令和2年６月10日（新エ
ネ）
【基本設計・実施設計・工事監理】

日本設計・ドーコン設計等共同体
【施工者】

建 築 １：大成・伊藤・宮坂特定ＪＶ
建 築 ２：岩田地崎・岩倉・田中特定ＪＶ
強 電：（株）北弘電社
弱 電：三共電気工業（株）
受 変 電：北盛電設（株）
冷 暖 房：池田煖房工業（株）
衛 生：（株）日新工業
空 調：（株）工成舎
換 気：藤井設備（株）
新ｴﾈ1･2：岩田地崎建設（株） ２０



その先の、道へ。北海道 Hokkaido. Expanding Horizons.

背景として佇むデザイン

周辺環境と調和した庁舎

本庁舎の外観を継承

開かれた議会の表現

議場を南側に配置し、
視認性を確保

高さを抑え、赤れんが庁舎の
シルエットを尊重

全面ガラス張りとして
特徴的な壁面を見せる

白を基調とした壁面

本庁舎と同様にピロティを設ける

低層部を透明性の高い
ガラスのファサードとする

本庁舎の格子のデザインを継承

円滑な議会運営の確保
明快な断面の構成

出退表示等の電子化

議場

ピロティ

傍聴席
ｽｶｲ
ｷ゙ｬﾗﾘー

説明
員室

記者
室

倉
庫

大委員会室
中委員会室

議場
ロビー

正副
議長室

特別応接室
来客待合室

議会運営
委員長室

議会運営
委員会室

議会
知事室

説明
員室

議員控室

議員控室小委員会室

図書館
事務局
使用室

会議室
共用

面談室
休養室 物品庫・倉庫

機械等設備室
エントランス
ホール

道民
ホール

食堂

機械等設備室 駐車場

６Ｆ

５Ｆ

４Ｆ

３Ｆ

２Ｆ

１Ｆ

Ｂ１

機械室

傍聴者
ロビー

ピロティ

道民に親しまれる庁舎
スカイギャラリー
（閉会中も可能）

道民ホール
（議会中継視聴可）

展示・PRコーナー
（議会の歴史等）

大型プロジェクトの紹介 北海道議会庁舎改築

２１

その先の、道へ。北海道 Hokkaido. Expanding Horizons.

④ 外装の高断熱化

⑤ 煙突効果による自然換気

⑥ 大空間の空気式床放射冷暖房

⑦ 昼光・人感センサーによる照明

⑧ 空調、換気の自動制御

⑨ CO濃度検知による自動換気

⑩ 節水・高効率の設備機器

① 高効率の太陽光発電器の設置

② 井水を空調熱源へ利用

③ バイオマスを利用した地域熱供給を採用

省エネルギー技術

新エネルギー技術

温度が安定している井水を
空調熱源に利用

熱交換器

【冷房時】

井水蓄熱水槽揚水井戸 還元井戸

約１０℃

ヒートポンプ

圧縮機

膨張弁

冷媒ガス

空調機から

空調機へ

太陽光パネル146枚設置
年間想定37,000kWｈ発電

④

⑤

⑧

⑥

⑦

②

③

①

⑨

⑩

⑩

エネルギー消費量を約50%削減

⑤

環境に配慮した庁舎

大型プロジェクトの紹介 北海道議会庁舎改築

２２



その先の、道へ。北海道 Hokkaido. Expanding Horizons.

構造計画 大規模地震の発生後も、議会運営に支障がないよう、免震構造を採用

議場部の水平
剛性を確保する
ためのブレース

間柱

１階床梁：ＳＲＣ 耐圧版

土圧壁

地下１階
柱頭免震構
造

コンクリート充填角形鋼管柱（ＣＦＴ柱）

オイルダンパー ８基
地震の震動エネル
ギーを吸収し、建
物の変形を抑制

アイソレーター ４０基
建物の荷重を支えな
がら、地盤と建物を
水平方向に絶縁

鉛ﾌ゚ﾗｸ゙入り積層ｺ゙ﾑ26基
天然ｺ゙ﾑ系積層ｺ゙ﾑ 14基

地震時の最大水平変位約６０ｃｍ

（大地震動に対して、無被害あるいは軽微な損傷に止まり、直ちに補修を必要とするような耐力低下を招かない）

床が同じ高さの範囲

取外し可能な椅子

車椅子でも利用しやすい
議場のバリアフリー

フロアカラーの設定
ピクトグラムの活用
２カ国語表記

電動昇降式の演壇

防音性の高い親子席

傾斜の緩い傍聴席

車椅子専用席
５F

４F

３F

２F

１F

６F

BF

地下１階←→１階

誰もが安心して使えるユニバーサルデザイン

大型プロジェクトの紹介 北海道議会庁舎改築

２３



令和３年度 北海道技術職員専門研修（中堅技術職員研修） 

 

 

 

営繕業務の演習【設計業務及び営繕工事積算業務について】 

211105 道建設部建築局建築保全課建築技術係 

 

 

 

 

１．設計業務等積算基準について  

     ＜演習１＞ 

      ・新築工事に係る設計業務委託料算定演習 

＜説明資料＞ 

      ・官庁施設の設計業務等積算基準 

      ・官庁施設の設計業務等積算要領 

      

 

 

 

 ２．営繕工事積算基準（共通費）について  

     ＜演習 2＞ 

      ・合併工事共通費算定演習 

＜説明資料＞ 

      ・北海道建設部営繕工事積算基準 抜粋 

      ・北海道建設部営繕工事共通費積算基準 抜粋 

      ・北海道建設部営繕工事共通費取扱要領 抜粋  

     

 

 

 

 

 



令和３年度　建築技術研修（中堅職員）

【 演 習 １ 】

新築工事に係る

設計業務等委託料算定演習



【３】難易度係数による補正 (K)

種別 難易度係数 採用難易度係数

【４】一般業務に係る業務人・時間数の算定

総合

構造

【５】追加業務に係る業務人・時間数の算定

①積算業務

総合

構造

積算業務に係る業務細分率

②計画通知手続業務

③その他追加業務

◎追加業務合計

【６】委託料の算定

(A) × 1.1 ＝

(A)＋(B) × 0.15 ＝

委託料

委託価格　(A)+(B)+(C)+(D) ＜委託価格は万円止め(万円未満切捨て）。＞

消費税等相当額（10％）

(C)　技術料等経費

(D)　特別経費 旅費・その他 0

金額
(((ｲ)+(ﾛ))/8)*(ﾊ)

32,800

(B)　諸経費

追加業務に係る業務人・時間数

(A)　直接人件費

(ｲ)
一般業務に係る
業務人・時間数

(ﾛ)
追加業務に係る
業務人・時間数

(ﾊ)
直接人件費単価

その他追加業務名 業務人・時間数

計画通知 16

構造計算適合性判定 8

建築物エネルギー消費性能適合性判定 8

見積収集 0.17

見積検討資料の作成 0.14

申請区分 業務人・時間数

積算業務項目 積算業務に係る業務細分率

積算数量算出書の作成 0.54

単価作成資料の作成 0.15

設備

建築
0.2

一般業務のすべてを委託
する場合の一般業務
に係る業務人・時間数

(A)

実施設計に関する
業務細分率の合計

(J)
積算業務率(T)

対象外積算項目
の細分率

(T')

設備

積算業務に係る
業務人・時間数
(A*J*T*(1-T'))

一般業務のすべてを委託
する場合の一般業務
に係る業務人・時間数

(A)

難易度係数
(K)

対象外業務率
（R)

一般業務に係る業務人時間数
(A*K*(1-R))

建築

特別な性能を有する
設備が設けられる建
築物

・太陽熱、井水、河川水、地中熱等の利用や省エネルギー性能指標(BEI)が0.75～0.5 相当の省エネ性能を高める設備を要する場合

1.25

・コージェネレーション、蓄熱、蓄電、地域冷暖房等や複数又は異なる種類の機器を組み合わせた複雑な設備システム構築を要する場合

・被災時のインフラ途絶等の際に電源や給排水等の機能維持性能を高める設備を要する場合

・特殊な防排煙設備、消火設備や防災、防犯等の信頼性を高める設備を要する場合

・光、温熱、気流、音響環境等の快適性を高める設備を要する場合

木造の建築物
（小規模なもの除く。）

・1棟当たり1,000 ㎡以上の木造建築物（許容応力度計算に燃えしろ計算が追加、部材数が多くなり
　構造計算に要する時間が増加など）の場合

1.65

1.15

・プラントなど特殊な荷重が複雑に作用する建築物の場合

・精密機械工場など特別な使用性能の検討を要する場合

・著しく長大な建築物で温度変化の影響の検討を要する場合

特殊な敷地上の建築
物

・支持地盤の傾斜や不陸により基礎構造が複雑な場合

設備

特殊な敷地上の建築
物

・計画地のインフラ特性に応じた井戸、浄化槽設備等の設備を要する場合
・排水本管のレベルが高いなど、公共インフラとの接続が困難な場合

1.55

・特別な構造基準を要する場合
特殊な構造の建築物
（国土交通大臣の認
定を要するものを除
く。）

・膜構造、ケーブル構造、プレストレスコンクリート造など特殊工法を適用する場合 1.50

免震建築物
(国土交通大臣の認定
を要するものを除く。)

・告示による免震建築物の場合 1.30

構造

特殊な形状の建築物

・上下階で用途が異なる建築物や中間階に大空間がある建築物で、柱抜けなどの計画を行わなければならない場合

1.15
・地下が深く、土圧・水圧への特別な配慮を行わなければならない場合

・塔状比の大きい建築物で特別な引抜き抵抗を要する場合

・スキップフロアやスロープを有し、「階」の概念が特殊となる場合

1.15
・軟弱地盤で液状化や圧密沈下の恐れがある場合
・地中に存在する鉄道や道路を構造体が回避しなければならない場合や、隣接地に鉄道や道路があり、振動の影響の調査を必要とする場合

・著しい高低差がある敷地で、片土圧の影響が大きい場合

特殊な解析、性能検
証等を要する建築物

・塔状建物や超高層建物で、風の影響の検討（風応答解析など）を必要とする場合

総合

特殊な敷地上の建築
物

・著しい高低差がある敷地の場合

1.05・特殊な平面形状の敷地の場合

 ・崖地等特殊な立地条件又は自然環境にある敷地の場合

木造の建築物
（小規模なものを除
く。）

・1棟当たり1,000 ㎡以上の木造建築物（設計資料の調査・検討に要する時間が増加、材料の調達・
　手配に係る業務量が増加など）の場合

1.35

補正対象建築物 「建築士事務所の開設者がその業務に関して請求することのできる報酬の基準について」において、主に想定している事例



 

 

【 演 習 １ 】 

 

新築工事に係る設計業務委託料算定演習 

 

 

 

以下の新築建築物に係る実施設計業務の委託費を算定する 

建物用途 公営住宅 

棟別延床面積  

 

１棟目 1,500 ㎡ 

２棟目 1,000 ㎡ 

構造 RC 造 

敷地･建物条件など ・敷地は著しい高低差を有する敷地 

・特別な性能を有する設備を設ける 

  （寒冷地対応の設備など） 

委託業務の内容 ・実施設計に係る業務について全てを委託 

・建築、設備ともに積算業務も委託 

・計画通知、構造計算適合性判定、建築物エネルギー

消費性能適合性判定に係る手続きも委託 

 

































［演習１　解答］

◎設計対象建築物

1棟目 2棟目 全棟合計

【１】一般業務のすべてを委託する場合の一般業務に係る業務人・時間数の算定 (A)

類型 第 号 第 類

1棟目

総合

構造

2棟目

総合

構造

全棟合計

総合

構造

建築物の類型（告示第98号別添二

第一号

第二号

第三号

第四号

第五号

第六号

第七号

第八号

第九号

第十号

第十一号

第十二号

建築物の類型による一般業務に係る標準業務人・時間数の算出に係る係数

係数  a

係数  b

係数  a

係数  b

係数  a

係数  b

係数  a

係数  b

係数  a

係数  b

係数  a

係数  b

係数  a

係数  b

係数  a

係数  b

係数  a

係数  b

係数  a

係数  b

係数  a

係数  b

係数  a

係数  b

係数  a

係数  b

係数  a

係数  b

係数  a

係数  b

係数  a

係数  b

係数  a

係数  b

係数  a

係数  b

係数  a

係数  b

係数  a

係数  b

係数  a

係数  b

設計業務に関する算定方法１（床面積に基づく算定方法）

A

建築物
の類型

建築物の
用途等

設備

第1号

第1類 130㎡≦Ｓ≦67,000㎡

第2類 3,200㎡≦Ｓ≦100,000㎡

第2号

第1類 100㎡≦Ｓ≦100,000㎡

第2類 430㎡≦Ｓ≦39,000㎡

第3号

映画館、劇場、美術館、博物館、図書館、研修所、警察署、消防署等

病院、診療所等

公民館、集会場、コミュニティセンター等

保育園、老人ホーム、老人保健施設、リハビリセンター、多機能福祉施設等

総合病院等

－

2,500 ㎡ 

##### ###########

### #############

### #############

－

－

適用規模 設計

一般業務に係る総人・時間数の算出に係る係数

大学、専門学校等

ホテル、旅館等

大学（実験施設等を有するもの）、専門学校（実験施設等を有するもの）、研究所等

ホテル（宴会場等を有するもの）、保養所等

公営住宅、社宅、共同住宅、寄宿舎等

幼稚園、小学校、中学校、高等学校等

第1類

1,000 ㎡ 

事務所等

店舗、料理店、スーパーマーケット等 百貨店、ショッピングセンター、ショールーム等

建築物の用途等

第2類（複雑な設計等を必要とするもの）

立体倉庫、物流ターミナル等

屋内プール、スタジアム等

化学工場、薬品工場、食品工場、特殊設備を付帯する工場等

銀行、本社ビル、庁舎等

設備

建築

建築

設備

### #############

A=a*S^b

##### ###########

### #############

### #############

A=a*S^b

### #############

0.3925 0.9631 ### #############

0.3359 0.9892

1,000
建築

建築物
の類型

車庫、倉庫、立体駐車場等

体育館、武道館、スポーツジム等

組立工場等

＜建物用途＞ 共同住宅

＜棟別床面積＞

a b 棟別床面積(S)

1.7686

0.3925

第1類（標準的なもの） 

1,500 ㎡ 

0.3359

0.9108

0.9631

0.9892

1,500

6 1

a b 棟別床面積(S)

1.7686 0.9108

340㎡≦Ｓ≦10,000㎡

第2類 3,500㎡≦Ｓ≦49,000㎡

第4号

第1類 100㎡≦Ｓ≦48,000㎡

第2類 390㎡≦Ｓ≦100,000㎡

第5号

第1類 100㎡≦Ｓ≦23,000㎡

第2類 1,500㎡≦Ｓ≦80,000㎡

第6号 第1類 190㎡≦Ｓ≦93,000㎡

第7号 第1類 100㎡≦Ｓ≦35,000㎡

第8号

第1類 1,400㎡≦Ｓ≦62,000㎡

第2類 910㎡≦Ｓ≦33,000㎡

第9号

第1類 790㎡≦Ｓ≦9,500㎡

第2類 4,400㎡≦Ｓ≦46,000㎡

第10号

第1類 260㎡≦Ｓ≦13,000㎡

第2類 4,200㎡≦Ｓ≦100,000㎡

第11号 第1類 140㎡≦Ｓ≦17,000㎡

第12号

第1類 100㎡≦Ｓ≦6,400㎡

第2類 410㎡≦Ｓ≦27,000㎡

14.409

0.5092

3.9616

0.7560

1.7919

0.8211

9.6061

0.7027

2.0338

0.9273

18.156

0.7264

1.3922

0.9559

10.949

0.7691

5.9513

0.7125

16.474

0.6686

1.7686

0.9108

3.4519

0.8964

8.8042

0.7796

27.977

0.6711

2.9222

0.8921

1.1646

1.0536

8.6230

0.7706

10.703

0.7578

1.6720

0.9593

6.1008

0.8633

6.5589

0.8899

構造

2.0738

0.6528

0.6712

0.8200

1.5395

0.7414

2.6989

0.7242

2.8137

0.7491

0.8372

0.9010

1.1125

0.8297

3.9794

0.7147

0.8797

0.8008

4.1938

0.6690

0.3925

0.9631

1.0775

0.8682

6.9841

0.6323

0.7699

設備

1.3217

0.6565

0.4393

0.8394

0.4703

0.8876

1.4421

0.8321

2.1955

0.7979

8.6959

0.6898

0.7941

0.9166

0.7941

0.9166

5.4957

0.6848

1.0259

0.8371

1.0259

0.8371

0.7812

4.1855

2.6875

0.7150

12.060 1.8553

0.8269

0.3274

1.0367

1.2906

0.9222

4.6036

0.8037

総合

0.7630

10.760

0.6697

0.6062

0.9712

0.6062

0.9712

1.8553

0.8269

0.4473

0.9265

0.4473

0.9265

0.3359

0.9892

1.2988

0.8868

3.2411

0.5793

0.3801

0.9814

3.0896



【２】対象外業務率の設定 (R)

設計業務に関する業務細分率    

総合 構造 設備 総合 構造 設備
0.03 0.02 0.02 0.03 0.03 0.03

0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01

0.02 0.01 0.01 0.02 0.01 0.02

0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01

0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01

0.06 0.05 0.05 0.06 0.05 0.05

0.02 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02

0.09 0.07 0.06 0.09 0.08 0.07

0.03 0.02 0.02 0.03 0.02 0.03

0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.02

0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03

0.01 0.01 0.02 0.01 0.01 0.01

0.02 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02

0.01 0.02 0.02 0.01 0.02 0.02

0.07 0.08 0.07 0.07 0.08 0.07

0.03 0.03 0.04 0.03 0.03 0.03

0.02 0.02 0.03 0.02 0.02 0.03

0.30 0.33 0.30 0.30 0.32 0.28

0.04 0.05 0.04 0.04 0.05 0.04

0.03 0.04 0.05 0.03 0.04 0.04

0.02 0.02 0.03 0.02 0.02 0.03

0.07 0.06 0.07 0.07 0.06 0.07

0.06 0.06 0.06 0.06 0.05 0.06

設計業務に関する対象外業務細分率    

総合 構造 設備 総合 構造 設備

0.03 0.02 0.02

0.01 0.01 0.01

0.02 0.01 0.01

0.01 0.01 0.01

0.01 0.01 0.01

0.06 0.05 0.05

0.02 0.02 0.02

0.09 0.07 0.06

0.03 0.02 0.02

0.01 0.01 0.01

0.00 0.00 0.00

0.00 0.00 0.00

0.00 0.00 0.00

0.00 0.00 0.00

0.00 0.00 0.00

0.00 0.00 0.00

0.00 0.00 0.00

0.00 0.00 0.00

0.00 0.00 0.00

0.00 0.00 0.00

0.00 0.00 0.00

0.07 0.06 0.07

0.06 0.06 0.06

基本設計

基本設計に関する
業務細分率

0.35 0.35

(ⅱ) 設計条件の変更等の場合の協議

(ⅰ) 法令上の諸条件の調査

(5) 概算工事費の検討

(6) 実施設計内容の建築主への説明等

(1) 設計意図を正確に伝えるための質疑応答、説明等

総合 構造 設備

対象外業務率　(R) 

(ⅰ) 総合検討

(ⅱ) 実施設計のための基本事項の確定

(2) 工事材料、設備機器等の選定に関する設計意図の観点からの検討、助言等

(ⅲ) 実施設計方針の策定及び建築主への説明

(6) 実施設計内容の建築主への説明等

(1) 設計意図を正確に伝えるための質疑応答、説明等

0.42

(4) 実施設計図書の作成
(ⅰ) 実施設計図書の作成

(ⅱ) 建築確認申請図書の作成

(5) 概算工事費の検討

(ⅱ) 設計条件の変更等の場合の協議

(ⅰ) 法令上の諸条件の調査

(ⅱ) 建築確認申請に係る関係機関との打合せ

(ⅰ) 総合検討

(ⅱ) 基本設計方針の策定及び建築主への説明

(ⅰ) 建築主の要求等の確認

(5) 基本設計図書の作成

(6) 概算工事費の検討

実施設計

(ⅰ)  条件整理

(ⅱ) 建築確認申請に係る関係機関との打合せ

(ⅰ) 法令上の諸条件の調査

(7) 基本設計内容の建築主への説明等

(ⅰ) 建築主の要求等の確認

(ⅱ)　基本設計方針の策定及び建築主への説明

(ⅱ) 建築確認申請に係る関係機関との打合せ

(2) 法令上の諸条件の調査及び
　関係機関との打合せ

(4) 基本設計方針の策定

(1) 設計条件等の整理

(3) 上下水道、ｶﾞｽ、電力、通信等の供給状況の調査及び関係機関との打合せ

(ⅰ)　総合検討

設計意図伝達業務

(ⅱ) 設計条件の変更等の場合の協議

(ⅱ) 設計条件の変更等の場合の協議

(ⅰ) 法令上の諸条件の調査

対象外業務率業務内容項目

1.0

1.0

1.0

1.0

1.0

1.0

設計業務に関する業務細分率

1.0

1.0

1.0

1.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

(1) 要求の確認

(2) 法令上の諸条件の調査及び
　関係機関との打合せ

(3) 実施設計方針の策定 0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

1.0

1.0

(ⅰ) 条件整理

第1類 第2類

(2) 工事材料、設備機器等の選定に関する設計意図の観点からの検討、助言等

(1) 設計条件等の整理

(2) 法令上の諸条件の調
査

及び関係機関との打合

(4) 基本設計方針の策定

(3) 上下水道、ｶﾞｽ、電力、通信等の供給状況の調査及び関係機関との打合せ

(5) 基本設計図書の作成

(6) 概算工事費の検討

(7) 基本設計内容の建築主への説明等

実施設計に関する
業務細分率

設計意図の伝達に関する
業務細分率

設計業務に関する対象外業務細分率

第1類 第2類

(ⅱ) 建築確認申請に係る関係機関との打合せ

(ⅰ) 総合検討

(ⅱ) 実施設計のための基本事項の確定

(ⅲ) 実施設計方針の策定及び建築主への説明

(ⅰ) 実施設計図書の作成

(ⅱ) 建築確認申請図書の作成

(1) 要求の確認

(2) 法令上の諸条件の調
査

及び関係機関との打合

(3) 実施設計方針の策定

(4) 実施設計図書の作成

(4) 実施設計図書の作成
(ⅰ) 実施設計図書の作成

(ⅱ) 建築確認申請図書の作成

(5) 概算工事費の検討

(6) 実施設計内容の建築主への説明等

基本設計に関する
業務細分率

(1) 設計条件等の整理
(ⅰ) 条件整理

(ⅱ) 設計条件の変更等の場合の協議
(2) 法令上の諸条件の調
査
　及び関係機関との打合
せ

(ⅰ) 法令上の諸条件の調査

(ⅱ) 建築確認申請に係る関係機関との打合せ

(3) 上下水道、ｶﾞｽ、電力、通信等の供給状況の調査及び関係機関との打合せ

(4) 基本設計方針の策定
(ⅰ) 総合検討

(ⅱ) 基本設計方針の策定及び建築主への説明

(5) 基本設計図書の作成

(6) 概算工事費の検討

(7) 基本設計内容の建築主への説明等

(1) 要求の確認
(ⅰ) 建築主の要求等の確認

(ⅱ) 設計条件の変更等の場合の協議
(2) 法令上の諸条件の調
査
　及び関係機関との打合
せ

(ⅰ) 法令上の諸条件の調査

(ⅱ) 建築確認申請に係る関係機関との打合せ

(3) 実施設計方針の策定

(ⅰ) 総合検討

(ⅱ) 実施設計のための基本事項の確定

(ⅲ) 実施設計方針の策定及び建築主への説明

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業務分
野

業務内容の項目

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業務分
野

業務内容の項目

設計意図の伝達に関する
業務細分率

(1) 設計意図を正確に伝えるための質疑応答、説明等

(2) 工事材料、設備機器等の選定に関する設計意図の観点からの検討、助言等

実施設計に関する
業務細分率



【３】難易度係数による補正 (K)

種別 難易度係数 採用難易度係数

【４】一般業務に係る業務人・時間数の算定

総合

構造

【５】追加業務に係る業務人・時間数の算定

①積算業務

総合

構造

積算業務に係る業務細分率

②計画通知手続業務

③その他追加業務

◎追加業務合計

【６】委託料の算定

(A) × 1.1 ＝

(A)＋(B) × 0.15 ＝

建築

1.25

一般業務のすべてを委託
する場合の一般業務
に係る業務人・時間数

(A)

499

32

26,802,930

0.17

0.14

積算数量算出書の作成

単価作成資料の作成

見積収集

0.54

0.15

申請区分

計画通知

構造計算適合性判定

建築物エネルギー消費性能適合性判定 8

見積検討資料の作成

業務人・時間数

16

8

積算業務項目 積算業務に係る業務細分率

構造

97

100

##### ###########

### #############

### #############

0.00

0.00

0.00

2700.58

0.65

0.65

特殊な解析、性能検
証等を要する建築物

特殊な構造の建築物
（国土交通大臣の認
定を要するものを除
く。）

木造の建築物
（小規模なものを除
く。）

1.15

### #############設備 ### #############

・1棟当たり1,000 ㎡以上の木造建築物（許容応力度計算に燃えしろ計算が追加、部材数が多くなり
　構造計算に要する時間が増加など）の場合

・計画地のインフラ特性に応じた井戸、浄化槽設備等の設備を要する場合
・排水本管のレベルが高いなど、公共インフラとの接続が困難な場合

・太陽熱、井水、河川水、地中熱等の利用や省エネルギー性能指標(BEI)が0.75～0.5 相当の省エネ性能を高める設備を要する場合

1.65

1.30

1.15

1.15

・著しい高低差がある敷地の場合

・特殊な平面形状の敷地の場合

 ・崖地等特殊な立地条件又は自然環境にある敷地の場合

「建築士事務所の開設者がその業務に関して請求することのできる報酬の基準について」において、主に想定している事例

・1棟当たり1,000 ㎡以上の木造建築物（設計資料の調査・検討に要する時間が増加、材料の調達・
　手配に係る業務量が増加など）の場合

・上下階で用途が異なる建築物や中間階に大空間がある建築物で、柱抜けなどの計画を行わなければならない場合

特殊な敷地上の建築
物

特殊な形状の建築物

1.15

1.50・膜構造、ケーブル構造、プレストレスコンクリート造など特殊工法を適用する場合

・告示による免震建築物の場合

総合

特殊な敷地上の建築
物

補正対象建築物

1.35

1.05

1.05

1.15

1.25

1.25

1.55

特別な性能を有する
設備が設けられる建
築物

木造の建築物
（小規模なもの除く。）

特殊な敷地上の建築
物

免震建築物
(国土交通大臣の認定
を要するものを除く。)

建築

設備

0.2

・被災時のインフラ途絶等の際に電源や給排水等の機能維持性能を高める設備を要する場合

・特殊な防排煙設備、消火設備や防災、防犯等の信頼性を高める設備を要する場合

・光、温熱、気流、音響環境等の快適性を高める設備を要する場合

・支持地盤の傾斜や不陸により基礎構造が複雑な場合

・軟弱地盤で液状化や圧密沈下の恐れがある場合
・地中に存在する鉄道や道路を構造体が回避しなければならない場合や、隣接地に鉄道や道路があり、振動の影響の調査を必要とする場合

・著しい高低差がある敷地で、片土圧の影響が大きい場合

・塔状建物や超高層建物で、風の影響の検討（風応答解析など）を必要とする場合

・プラントなど特殊な荷重が複雑に作用する建築物の場合

・精密機械工場など特別な使用性能の検討を要する場合

・著しく長大な建築物で温度変化の影響の検討を要する場合

・特別な構造基準を要する場合

一般業務のすべてを委託
する場合の一般業務
に係る業務人・時間数

(A)

難易度係数
(K)

対象外業務率
（R)

0.42

0.35

0.35

### ################ #############

(C)　技術料等経費

(D)　特別経費

委託価格　(A)+(B)+(C)+(D)

消費税等相当額（10％）

追加業務に係る業務人・時間数

その他追加業務名

(A)　直接人件費

(ｲ)
一般業務に係る
業務人・時間数

(ﾛ)
追加業務に係る
業務人・時間数

(ﾊ)
直接人件費単価

金額
(((ｲ)+(ﾛ))/8)*(ﾊ)

2,614 499 32,800 ########## ################

委託料

########## ################

######### #################

0旅費・その他

＜委託価格は万円止め(万円未満切捨て）。＞ ########## ################

######### #################

########## ################

12,763,300(B)　諸経費

実施設計に関する
業務細分率の合計

(J)
積算業務率(T)

積算業務に係る
業務人・時間数
(A*J*T*(1-T'))

対象外積算項目
の細分率

(T')

業務人・時間数

・地下が深く、土圧・水圧への特別な配慮を行わなければならない場合

・塔状比の大きい建築物で特別な引抜き抵抗を要する場合

・スキップフロアやスロープを有し、「階」の概念が特殊となる場合

設備
・コージェネレーション、蓄熱、蓄電、地域冷暖房等や複数又は異なる種類の機器を組み合わせた複雑な設備システム構築を要する場合

##### ########### 1.05 ##### ###########

2,614

一般業務に係る業務人時間数
(A*K*(1-R))



 

 

【 演 習 ２ 】 

 

合併工事共通費算定演習 

 

 

 

別添内訳に示す工事について、「共通費算定計算表」の空欄に該当する金額 

を記入し、「工事費内訳書」の空欄を記入し完成させる 

工事概要 ・屋上防水、外壁改修、建具改修を中心とした建築工事、 

電気設備工事、機械設備工事 

・主たる工事は建築工事となる合併工事 

留意事項 

 

・共通仮設費率、現場監理費率、一般管理費率は「共通費 

算定計算書」の下段に記載している率を使用 

・合併工事の取扱いに注意 

 



平成30年度　建築技術研修

 ＜課題＞

＜演習のポイント＞

合併工事共通費算定演習

【 演 習 ２ 】

・共通仮設費対象外費用及び諸経費（現場管理費及び一般管理費等）対象外費
　用を内訳書から抜き出してください。
・共通仮設費率、現場管理費率及び一般管理費等率は「共通費算定計算書」の
　下段に記載している率を使用してください。
・合併工事の取扱いに注意してください。

主たる工事が建築工事である建築・電気設備・機械設備の合併工事
について、「共通費算定計算表」の空欄に該当する金額を記入し、
「工事費内訳書」を完成させてください。



工事費内訳書 （金銭的保証を必要としない場合） No．

建築・電気設備・機械設備合併工事

名　　　　称 数　量 単位 金　　額

１　直 接 工 事 費 　Ａ 1 式

２　共　　通　　費

共 通 仮 設 費 　Ｄ 1 式

現 場 管 理 費 　Ｈ 1 式

一 般 管 理 費 等 　Ｏ 1 式

計

工 事 価 格 計  Ｍ 1 式

消費税等相当額 消費税率10％

工　  事 　 費 1 式

※一般管理費で
端数調整 △

4,998,000

［解答用紙］

備　　　　考
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工事費内訳書 （金銭的保証を必要としない場合） No．

建築・電気設備・機械設備合併工事

名　　　　称 数　量 単位 金　　額

１　直 接 工 事 費 　Ａ 1 式

２　共　　通　　費

共 通 仮 設 費 　Ｄ 1 式

現 場 管 理 費 　Ｈ 1 式

一 般 管 理 費 等 　Ｏ 1 式

計

工 事 価 格 計  Ｍ 1 式

消費税等相当額 消費税率10％

工　  事 　 費 1 式

［演習２　解答］

備　　　　考

37,000,000

49,980,000

4,998,000

12,980,000

54,978,000

3,210,000

5,249,000

4,521,000
※一般管理費で
端数調整 △4,900
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